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1――官民連携の新たな仕組み「ソーシャルインパクトボンド」 

官民連携の新たな仕組みである「ソーシャルインパクトボンド(Social Impact Bond:ＳＩＢ)」への

注目が高まっている。ＳＩＢは、行政の①成果連動型支払契約と②民間資金の活用を組み合わせた官

民連携の手法である。ＳＩＢを活用することで、従来行政が担ってきた①公共性の高い事業の運営の

効率化や②公共サービスに民間資金を導入する取り組みが行われている。 

ＳＩＢは、2010年に英国で導入されて以来、米国、豪州をはじめ多くの国で「就労支援」、「医療・

健康」、「再犯防止」、「生活困窮者支援」といった分野での社会課題の改善に活用されている。日本で

も、2015年に複数のパイロットプロジェクトが行われて以来、自治体での活用が広がっている。本稿

では、ＳＩＢの概要について説明したい。 

ＳＩＢの一般的な流れは①行政と中間支援組織が取り組み対象とする社会課題を選定し、事業の評

価指標や資金提供者への支払の条件を策定、②中間支援組織が民間などからの資金提供を募集、③調

達した資金を用いてサービス提供者がサービスを実施、④第三者評価機関が①の評価指標などに基づ

いてサービスを評価、⑤①の条件に基づいて資金提供者にリターンが支払われる(図表１)。なお、Ｓ

ＩＢは、一般的な債券が持つ「元本保証」や「市場での流動性」はなく、債券とは異なる官民連携の

仕組みである。ＳＩＢでは、民間の評価や知見を公共事業に導入することで効率化、公共支出を削減

することが促される(図表２)。 

 

(出所) G8 インパクト投資タスクフォース国内諮問委員会
「日本における社会的インパクト投資の現状 2016」 

(出所) 塚本一郎/金子郁容編著「ソーシャルインパク
ト・ボンドとは何か」 
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図表１ ＳＩＢの仕組み 図表２ ＳＩＢの投資効果算出イメージ 
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2――SIBの特徴と課題 

行政から民間への公共サービスの委託契約には①民間委託、②成果連動型民間委託 (Pay For 

Success:ＰＦＳ)、③ＳＩＢといった複数の形態が存在する。従来の民間委託契約では、行政は決まっ

た金額をサービス提供者に支払う。このような従来の民間委託契約では、サービスの成果に関わらず

委託料は一定の金額であることから、サービス提供者に事業の効率化のインセンティブは働きにくい。

これに対して、ＰＦＳではサービス提供者にサービスの成果に連動した報酬が支払われるため、サー

ビスの効率化のインセンティブが生じる。しかし、提供者である社会的企業やＮＰＯ等は、十分な資

金的余裕がないことも多く、支払いが数年後になるような成果連動型支払契約への対応は困難な場合

も多い。 

これに対して、ＳＩＢでは民間の資金提供者が事業リスク(成果目標未達リスク)を負担する。この

ため、ＳＩＢはＰＦＳと比較してサービス提供者の経済的リスクが小さく、参入可能な事業者も多く

なる。ただし、ＳＩＢの資金提供者は事業リスクを負うため、資金提供にあたって事業のリスクやサ

ービス提供者の能力や信用力、成果目標達成の見通しを厳しく評価することが必要となる。 

このような仕組みによってＳＩＢでは、民間の資金提供者が公共事業の評価や効率化に寄与するこ

とが促される。 

 

図表３ 公共サービスの民間委託契約の形態別の特徴と課題 

 

 

 

3――国内でのＳＩＢの推進の取り組み 

このように、公共事業の改善や社会課題への取り組みの新たな仕組みとしてＳＩＢが注目される中、

日本でも政府によってＳＩＢの普及促進が行われている。政府は「経済財政運営と改革の基本方針

2021」の中で「ＳＩＢを含む、複数年にわたる成果連動型民間委託契約方式（Pay For Success：ＰＦ

Ｓ）について、成果指標の明確化を行いながら取り組む分野を拡大する。また、同事業実施効果とし

ての社会的便益、社会的コスト等に係るデータの整備、提供を行う」としている。また、こうした方

針に基づき、関係省庁は「ＰＦＳの推進に関するアクションプラン」を取りまとめ、①共通的ガイド

ラインの作成、②ＰＦＳを活用する地方公共団体等に向けた支援、③ＰＦＳ事業の横展開に向けた理

解促進等、④ＰＦＳの補助制度の検討といったＰＦＳ/ＳＩＢの普及推進に向けた取り組みを行うとし

民間委託 PFS(成果連動型民間委託)
ソーシャルインパクトボンド

(民間資金活用成果報酬型民間委託)

仕組みの概要

公共サービスの実施・運営などを民

間事業者に委託する。行政はあらか

じめ定めた委託料を支払う。

公共サービスの実施・運営などを民

間事業者に委託、サービスの成果に
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達、サービス提供者はその資金を用
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は事業の成果に基づいた報酬が行政

から支払われる。

特徴と課題

・価格競争により公共サービスのコ

ストを削減

・サービスの品質は報酬額に反映さ

れないためサービス品質の低下を招

く恐れ

・事業の成果を向上するインセン

ティブが働きやすい

・支払い報酬の変動リスクを負担で

きる民間事業者が限られる

・事業成果の定量的評価が必要であ

り、適用できる事業が限られる

・サービス提供者の経済的リスクの

負担がPFSと比較して小さいため、

参入可能な事業者が多くなる

・事業成果の定量的評価が必要であ

り、適用できる事業が限られる

 (出所) 各所資料をもとにニッセイ基礎研究所作成 
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ている。 

 こうしたＳＩＢの普及に向けた取り組みが推進される中、自治体においてもＳＩＢを活用した様々

な取り組みが実施されている(図表４) 。 

 

図表４ 国内の主なＰＦＳ/ＳＩＢの実施事例 

 

 

 

4――ＳＩＢの今後の課題 

国内でも自治体によるＳＩＢを活用した事業が増加し、その事例が蓄積されている。しかし、ＳＩ

Ｂを自治体などが抱える課題の解決に有効に活用するには課題点も残されている。①ＳＩＢを活用で

きる社会課題の発掘と共有、②ＳＩＢの組成支援、③適正な事業規模の確保といった点が挙げられる。 

国内でもＳＩＢの認知度は向上しつつあるものの、具体的に各自治体が抱えるどのような課題に適

用できるのかイメージできない場合も多い。また、ＳＩＢに適した課題を見つけた場合でも事業イン

パクトの評価指標の設定など具体的なスキームの構築にはＳＩＢに関する知見が必要となる。このこ

とから、自治体が単独でＳＩＢを実施することは難しく、共通的ガイドラインの作成など政府による

支援の充実が求められる。 

また、ＳＩＢの実施にはスキームの組成や事業インパクトの評価などに事務負担やコストが生じる。

このことからＳＩＢの活用には、こうしたコストに見合う規模の契約金額や事業インパクトがあるこ

とが望ましい。しかし、現状では国内での活用事例において、その契約金額は比較的小規模にとどま

っているものが多く、より大きなインパクトを得られる規模での実施が求められる。こうした課題を

解決し、社会や環境の改善に向けたＳＩＢの活用の進展を期待したい。 
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分野 団体名 事業名称 契約金額等 事業開始年度

医療・健康 八王子市 大腸がん検診・精密検査受診率向上事業 9,762千円 平成29年度（３年間）

神戸市 糖尿病性腎症等重症化予防事業 34,063千円 平成29年度（３年間）

伊那市ほか 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 成果目標を達成した人数

×70千円（税抜き）

平成29年度（３カ月間）

介護 大牟田市 要支援・要介護者自立支援・重度化防止業務 13,644千円 令和元年度（４年間）

美馬市 美馬市版SIBヴォルティスコンディショニングプログラム 38,400千円 令和元年度（５年間）

豊田市 ずっと元気！プロジェクト 約500,000千円 令和３年度（５年間）

再犯防止 国（法務省）ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB)

による非行少年への学習支援事業

71,220千円（上限） 令和３年度（３年間）

その他 池田市 フリースクール事業による不登校の子供への

相談・通学指導を通じた自立支援

【第１期】9,000千円

【第２期】9,500千円

【第１期】平成30年度（７カ月間）

【第２期】令和元年度（９カ月間）

佐倉市 引きこもり等の社会的孤立者へのアウトリーチによる

就労に向けたステップアップ支援

【第１期】9,000千円

【第２期】9,500千円

【第１期】平成30年度（５カ月間）

【第２期】令和元年度（８カ月間）

 (出所) 内閣府「PFS事業事例集」をもとにニッセイ基礎研究所作成 
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内閣府、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」、2021年 6月 18日 

 

内閣府、「ＰＦＳの推進に関するアクションプラン」、2020年 3月 27日 
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https://www8.cao.go.jp/pfs/jirei.html 
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